
討議資料  

※この「わかば」はすべて⾃⼰負担にて発⾏しており、政務活動費は⼀切使⽤しておりません。 
裾野市議会では、政務活動費は会派に対して交付され、議員の個⼈活動には充当できない規則となっております。 

 

 

 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 日常生活 

２． 新型コロナウイルスの感染または濃厚接触が生じた場合の対応 

３． 会議、市主催行事（会議等）への出席 

４． 会議等の運営 

５． 議会傍聴への対応 

６． 議会事務局の対応 
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裾野市議会議員 
 

無所属★市民派 

 

《 ご挨拶 》  ご要望、ご相談、ご意見等ありましたら、お気軽にお声掛けください！ 

２０２０年も残りわずかとなりました。今年は新型コロナウイルス感染症により私たちの生活
は一変し、日常のありがたさを痛感する一年となりました。現在も感染症の拡大は広がり続け
ており、市内でも感染経路不明の感染者も確認されています。感染された方の 1日も早い回復
を心より願っております。また、残念なことでありますが、静岡県でも感染者、医療従事者へ
の差別や偏見もなどの心もとない言動が相次いでいることを受け、コロナ差別の防止を呼びか
けています。今この時も、命を守ためにご尽力いただいている医療従事者、保健所等の方々へ
の感謝の気持ちを忘れないでいたいと思います。 
議会としては、国へ感染症対策、地域経済対策への財政支援を求めるとともに、迅速に議会運
営を進め、スピード感のある対応に努めていきます。 
コロナ終息に向け、引き続き感染症拡大予防に努めていきましょう。 

『裾野市議会における新型コロナウイルス 
感染症に係る行動指針』を策定！ 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が警戒される状況に鑑み、裾野市議会へ 
の運営への影響を最小限に留めるため、12月 4日に議員協議会を開催し、 
裾野市議会議員の行動指針を定めました。 
なお、適用期間は静岡県が発表する警戒レベルの情報によりその都度判断します。 

詳細は裾野市議会HPにて確認できます。 

  

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

議長に就任させていただいて初めての定例会となりました。改めて議会運営の難しさを感じつ
つ、議会改革に向けて熱意を持って取り組んでいく決意を再認識させていただきました。これま
で以上に、市民に開かれた、市民から信頼される議会を目指して、取り組んでまいります。 
 
また、私事で恐縮ですが、息子の通う藤枝明誠 
サッカー部が高校サッカー選手権静岡県大会にて 
優勝し、全国大会へのキップを掴むことができま 
した。息子は中学生の時から“全国に行く“という 
目標を持って高校へ進学しました。親バカですが、 
これまでよく努力してきたと思います。良い指導 
者、良いチームメイトに恵まれたことにも、息子 
にとっては幸運であり、心から感謝しています。 
全国大会での初戦は 1 月 2 日となります。静岡県の代表として、これまで対戦してきた選手達
の思いをしっかり背負って、全国大会で胸を張ってプレーして欲しいと願っています。 
 
本年も大変お世話になりました。ありがとうございます。 
2021年が皆様にとって良い年となることを願っております。 

裾野市議会議員 賀茂 博美 

令和 2年 10月の人事院勧告に基づき、特別職、一般職職員及び任期付職員の期末手当を 
引き下げる議案が提出されました。 
議員の期末手当の減額について議員間での協議が行われ、議員提出議案として上程され、 

反対５：賛成１２で可決されました。 
 

  

第４回臨時会 （11/２７）

議員提出議案 市議会議員の報酬及び費用弁償等に関する条例改正 

12 月定例会 （１２/２〜１２/１８）

賞与に係る源泉徴収税の納付遅延に関する監査結果報告および特別職の給与減額 

令和 2年９月に報告された「職員等賞与の源泉徴収税の納付遅延」について、職員による重大
な過失の有無について、監査委員からの結果は、“職員の賠償責任の有無を決定する合意に至ら
なかった” との報告でした。職員への賠償請求は監査による決定に基づくことが地方自治法で規
定されているため、賠償請求は行わないこととなりました。 
 市長、副市長は事態を招いたことへの責任により、市長は給与月額１０％の１ヶ月、副市長は
給与月額５％の１ヶ月の減額とする条例改正が上程され可決されました。 
 

  


